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〇 緊急時の相談や短期入所等の受入・対応体制を整備することにより、地域における生活の安心感を担保する機能を備える。

〇 入所施設や病院、親元からグループホームや一人暮らし等への生活の場の移行をしやすくする支援を提供する体制の整備。

（厚生労働省 令和3年度障害者総合福祉推進事業 『地域生活支援拠点等の機能充実に向けた運用状況の検証及び検討の手引きより』P4より抜粋）

１．地域生活支援拠点等の整備とは

障がい児者の重度化・高齢化や「親なき後」を見据え、居住支援のための機能（①相談、②緊急時の受け入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的

人材の確保・養成、⑤地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫により整備し、障がい児者の生活を地域全体で支えるサービス提供体

制を構築。

目的

機能 内容

①相談 緊急時の支援が見込めない世帯の把握や緊急時の迅速・確実な相談支援を実施すること

②緊急時の受入・対応 介護者の急病や障がい児者の状態変化に応じた緊急時に利用できる場所を確保すること

③体験の機会・場 施設や親元からグループホームや一人暮らしの生活の場へ移行するなどの自立に向けた支援をすること

④専門的人材の確保・養成 医療的ケアが必要な人、高齢に伴い重度化した障がい者に対し、専門的な対応が出来る人材を確保すること

⑤地域の体制づくり 様々なニーズに対応できるサービス提供体制を構築すること
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個別支援

障害福祉サービス
事業所等

機能②緊急時の
受け入れ・対応

グループホーム等

調
整機能③体験の機会・場

地域づくり支援

課題解決に向けた取組

〇連携強化

〇質の向上

※燕市障がい者
自立支援協議会
との連携

※県との連携
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２．地域生活支援拠点等事業（イメージ図）

地域課題の把握

機能④専門的人材の確保・養成

緊急時の支援が
必要な人

施設入所している人
親元からの自立を考えている人

機能⑤地域の体制づくり

地域

※GH連絡会を
定期的に開催

機能①相談

地域生活支援拠点コーディネーター等
（基幹相談支援センター及び相談支援事業所）⇒中核的な役割を担う

障がい福祉サービス事業所等

地域生活支援拠点等
事業連絡調整会議

相
談

※緊急時の支援が見込め
ない世帯の把握

相
談



３．燕市における地域生活支援拠点等の整備の考え方

ああああ

市内に５つの機能を担っている社会資源はあるものの、

『５つの機能が効果的に連携できていない』

『すべての機能で質の向上が必要』

親のサポートを受け
ながら生活している
けど、親が死んだ
ら・・・・

ゆくゆくは親元から離
れて自立したいけど・・

①相談
（相談支援事業所等）

②緊急時の受入対応
（障害者支援施設等）

③体験の機会・場
（グループホームなど）

④専門的
人材の確保・養成
（すべての事業所）

⑤地域の体制づくり
（燕市障がい者自立
支援協議会など）

①相談
（相談支援事業所等）

②緊急時の受入対応
（障害者支援施設等）

③体験の機会・場
（グループホーム等）

④専門的
人材の確保・養成
（すべての事業所）

⑤地域の体制づくり
（燕市障がい者自立
支援協議会など）

〇市内にある多くの社会資源の結びつきを強化し、

それらが効果的に連携できる体制づくり

〇連携できる体制を作ることで、地域の課題を共有し、

解決に向けた取組を進めること（質の向上に向けた取組強化）

燕市でなら何かあっても
安心して地域で暮らせそう！
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４．①相談
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地域生活支援拠点コーディネーターを、燕市障がい者基幹相談支援センターに配置します。地域生活支援拠点コーディネーターは、「緊急時の支援が見込めない世帯の把

握」に努め、必要に応じて相談支援事業所や障害福祉サービス事業所と連携して、必要に応じて緊急の事態等に必要なサービスのコーディネートや調整を図ります。

しかし、すべての相談を地域生活支援拠点コーディネーターが受けるわけではなく、これまで通り連絡を受けた関係機関（相談支援事業所など）で対応が可能であればその

まま対応することとなります。緊急性の高い相談で、連絡を受けた関係機関では対応しきれず、短期入所等の緊急対応が必要な場合は、地域生活支援拠点コーディネーター

へ連絡します。

燕市の考え方

（１）緊急時の支援が見込めない世帯

本人の状況（例） 家族等の状況（例）

・単身生活者

・障害福祉サービス等の利用が必要だが、利用がない

・生活面や社会面での課題がある

・障がいの程度が重く、単身になった場合、自立した生活が困難

・同居する家族の支援力が弱い（病気や高齢など）

・同居する家族がいるが、支援が難しい

・同居する家族がいるが、虐待の疑いがある

「本人の状況」及び「家族等の状況」が複合して、障がいのある人に対する緊急時の支援が見込めない世帯のこと。

民生委員

警察

医療機関

コーディネーター

障害福祉サービス利用のコーディネート
⇒②緊急時の受入・対応機能へ

障害福祉サービス以外の制度への
つなぎや調整

世帯の事前把握
支援の必要に応じて、相談支援事業所等と連携し、
コーディネートや調整

地域の
相談機関



５-1．②緊急時の受入・対応（緊急対応の考え方）
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〇障害福祉サービスの利用を活用した緊急受入体制の整備を進めます。短期入所を活用した緊急受入体制の整備を進める上で、介護者の急病や障がい者の状態変化

等の緊急時に、短期入所等の施設受入や医療機関への連絡など必要な対応を行います。 障がいのある人の状態に応じては、短期入所だけではなく、訪問系サービス

を利用するなど適切な対応を行います（障害支援区分のない人も含めて）。

〇緊急時の受け入れ体制の整備に向けて、短期入所を提供する近隣の障害者支援施設などに積極的に働きかけを行うとともに、短期入所事業等の空き状況を把握

し、拠点コーディネーター・相談支援事業所と情報共有します。

〇緊急時の支援が見込めない世帯を事前に把握（地域生活支援拠点等の相談機能）し、早めに障害福祉サービスなどの必要な支援・サービスにつなげることで緊急事

態に陥る前に対応できるように努めます。

燕市の考え方

（１）緊急対応の考え方

緊急性が高い
状況

〇生命に関わる
〇介護者がいない
〇虐待の疑い など

地域生活支援拠点等事業
での対応が望ましい

地域生活支援拠点等事業
での対応が難しい

【例】
〇親が緊急入院し、自宅で一人になった
〇怪我などで一人暮らしが困難になった
〇虐待が発見され、すぐに保護が必要

【例】
〇本人が多量服薬など自殺未遂した ⇒ 医療機関
〇精神症状が悪化した ⇒医療機関
〇本人が暴れており、家族等で制止ができない ⇒警察



５-2．②緊急時の受入・対応（①相談機能との関係）
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地
域
で
の
安
心
し
た
暮
ら
し

相談支援事業所

相談支援事業所
+

基幹相談支援センター
緊急時の

受け入れが

必要な人

相談対応中

相談支援事業所

対応者（計画相談）

相談支援事業所

対応者（委託相談）

基幹相談支援センター

対応者

相談対応中ではない
（＝未把握）

基本情報あり

※基本情報とは、手帳等制度の
利用情報のこと

基本情報なし

短
期
入
所
事
業
所
な
ど

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

（短
期
入
所
事
業
所
な
ど
の
障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・相
談
支
援
事
業
所
）

基幹相談支援センター

①相談機能

②緊急時の受入・対応機能

近隣の障害者支援施設3か所
に居室確保の協力要請済み
（障害者虐待防止法）

障がい福祉分野以外の制度や
機関へのつなぎを含みます



６．③体験の機会・場
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〇共同生活援助等の障害福祉サービスの利用が促進されるよう市内の障害福祉サービス事業所などの空き状況を定期的に情報共有できる体制をつくります。

〇また、共同生活援助事業所間の連携やサービスの質の向上に向けて、事業所同士の情報交換の機会を設けます（事務局：コーディネーター）。

〇一人暮らしの体験の機会については、地域移行支援事業所と連携して、体験宿泊の場の確保を進めていきます。

燕市の考え方

就労支援事業所
など

障害者支援
施設
入所者

障がい福祉サービス事業所の空き情報の共有・体験宿泊の場の確保

グループホーム
情報交換会の開催

横のつながり強化
（質の向上）

親元からの
自立を

考えている人

病院入院者
グループホーム

体験利用支援加算
体験宿泊支援加算
※地域移行支援の場合

送リ出す側 受け入れ側

地域生活支援拠点コーディネーター等（基幹相談支援センター及び相談支援事業所）

体験利用の促進連携 サポート 運営

体験利用加算
体験宿泊加算
※地域移行支援の場合

入所中の障害者
支援施設

入院中の病院

強度行動障害者体験利用支援加算
※グループホームの場合

入所施設・病院から地域生活への移行

体験利用



７．④専門的人材の確保・養成
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地域課題やニーズを
踏まえた

人材育成の取組

・人材育成には高い専門性が必要となり、市町村単独では限界があるため、県と連携した取組を進める。

・専門的人材の育成・確保に取り組むことを市内事業者が「地域生活支援拠点等の指定を受ける条件」とする。

⇒具体的には、事業所において研修計画を立て、専門的人材の育成に向けた取組を行うこと。

燕市の考え方

地域生活支援拠点等
事業連絡調整会議への参加

医療的ケアが
必要な人

強度行動障害
のある人

高齢化に伴い
重度化した人

重症心身
障がい児者

矯正施設
退所者

地域課題・
支援ニーズの把握

その他

日中活動系
サービス事業所

相談支援事業所

障害者支援施設

グループホーム

訪問系
サービス事業所

専門的な支援の実施
加算等による報酬アップ

⇒人材確保

・拠点事業所同士での合同研修
・専門職養成校等との連携
・ハローワーク等との連携
・事業所PR
・県や専門団体が主催する専門研修に参加
・対応力向上を目的とした事例検討の実施
・伝達研修の実施

確保・養成の具体例

市内の事業所

拠点の登録



燕市障がい者自立支援協議会⑤地域の体制づくり

８．⑤地域の体制づくり
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・地域生活支援拠点事業を円滑に運営し、機能の充実を図るために、関係機関等が連携し、協議を行う場として、地域生活支援拠点等事業連絡調整会議を設置する。

（年１回以上）

・燕市障がい者自立支援協議会とも連携し、地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や地域の社会資源の連携体制の構築などの検討を進めると

ともに、拠点システムの運用状況についても燕市障がい者自立支援協議会で検証及び検討を行う。

燕市の考え方

地域生活支援拠点等
事業連絡調整会議

地域生活支援拠点コーディネーター等（基幹相談支援センター及び相談支援事業所）
⇒中核的な役割を担う

①相談
（相談支援事業所等）

②緊急時の
受入対応

（障害者支援施設等）

③体験の機会・場
（グループホーム等）

④専門的
人材の確保・養成
（すべての事業所）

相談支援
専門部会

療育支援
専門部会

就労支援
専門部会

移動支援
専門部会

つばめで
暮らそう部会

拠点機能の検証・検討
報告

（年1回以上）

燕市

提
言

機能の充足・見直し

サービス提供体制の
確保の検討

地域の社会資源の
連携体制の
構築の検討



９．地域生活支援拠点コーディネーター

地域生活支援拠点コーディネーターは、地域生活支援拠点等の運営に関する中核的な役割を担い、燕市障がい者基幹相談支援センターに配置
する。また、その業務の一部を相談支援事業所に委託する。

コーディネーターの役割 主な業務内容

個別支援
（①～③の機能）

・緊急時の支援が見込めない者の事前把握

・夜間・休日にも対応した常時の連絡体制の確保

・緊急時の支援が見込めない方に対する緊急時のコーディネートや相談支援等の個別対応

・入所施設・病院から地域生活への移行・継続に関する支援

地域づくり支援
（④、⑤の機能）

・入所施設・病院からの地域移行ニーズの把握

・地域の体験宿泊先や緊急受入先の確保・開拓

・専門性を高めるための人材養成研修の企画・実施など

・地域生活支援拠点等の広報・周知
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１０．地域生活支援拠点等事業連絡調整会議

燕市では、地域生活支援拠点事業を円滑に運営し、機能の充実を図るために、関係機関等が連携し、協議を行う場として、地域

生活支援拠点事業連絡調整会議（以下、「連絡調整会議」という。）を設置します。会議の事務局は、地域生活支援拠点コーディネー

ターが行います。

【連絡調整会議での協議内容】

①対応に関することを協議するための関係機関・事業所による連携促進に関すること

②入所・入院等からの地域移行に関することを協議するための関係機関・事業所による連携促進に関すること

③体験の機会・場の確保に向けた取組の実施

④地域住民に対する広報・周知活動の実施

⑤専門性の確保に向けた取組の実施

⑥地域の障がい者等や家族のニーズ、地域の課題の把握

⑦燕市障がい者自立支援協議会への報告と協議会等による評価を踏まえた不足する施策・取組・体制等の検討

⑧その他地域生活支援拠点等の運営に関すること

【開催回数】 年1回以上

【参加メンバー】 地域生活支援拠点等の登録を受けた事業所、つばめで暮らそう部会委員など
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１１．地域生活支援拠点等の機能を担う事業所の登録について

①登録に
必要な条件

１ 正当な理由がないのに利用を断らない。

２ 事業所のサービスの質の向上を目指すために必要な取組を継続的に行うことができる。

３ 地域生活支援拠点等の事業所であることを市のＨＰ等で公表することに同意できる。

４ 関係機関と連携し、拠点等の機能向上を目指すことができる。

〇地域生活支援拠点コーディネーターと連携し、休日・

夜間を問わず、緊急の事態等に必要なサービスのコー

ディネート等をするために、必要な体制を整えること。

〇サービスの質の向上や連携強化のため、グループホー

ム情報交換会に出席すること（グループホームのみ）。

○可能な限り体験の機会を提供すること

〇専門的人材の確保・養成を事業所として継続的に取り組むこと。

⇒具体的には、事業所において研修計画を立て、専門的人材の育成に向けた取組を行うこと。

〇地域の体制づくりに向け、連絡調整会議や自立支援協議会などに積極的に参画する。

〇緊急時の受入に必要な体制を整えるとともに、可能

な限り受入・対応を行うこと

④専門的
人材の確保・養成

⑤地域の体制づくり

②登録に
必要な機能
（共通）

①相談
対象：相談支援事業所

（指定一般、指定特定、障害児相談）

②緊急時の受入対応
対象：障害者支援施設、障害福祉サービス事業所
障害児通所支援事業所、相談支援事業所

③体験の機会・場
対象：障害者支援施設、障害福祉サービス事業所、
障害児通所支援事業所、相談支援事業所

③登録に必要な機能（３つのうち１つ以上を選択）

＋

＋
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１２．地域生活支援拠点等の登録状況

13

事業所名 事業所の種類 ①相談
②緊急時の
受入・対応

③体験の
機会・場

④専門的
人材の確保
・養成

⑤地域の
体制づくり

登録日（予定）

相談支援事業所
はばたき

①指定特定相談支援
②指定障害児相談支援
③指定一般相談支援

〇 〇 〇 〇 〇 令和5年4月1日

地域生活支援センター
やすらぎ

①指定特定相談支援
②指定障害児相談支援
③指定一般相談支援

〇 〇 〇 〇 〇 令和5年4月1日

相談支援事業所
ひまわり

①指定特定相談支援
②指定障害児相談支援
③指定一般相談支援

〇 〇 〇 〇 〇 令和5年4月1日

相談支援事業所
つばくろ

①指定特定相談支援
②指定一般相談支援

〇 〇 〇 〇 〇 令和5年4月1日

つばくろの里 ①短期入所 〇 〇 〇 令和5年4月1日

上記事業所以外にも、相談支援センターアリスが令和5年4月1日で登録予定です。 ※令和5年３月1日時点で、事前協議まで終わっている事業所のみ掲載。



令和５年度

地域生活支援拠
点等事業連絡調
整会議の開催

自立支援協議会に
報告

（年度末まで）

地域生活支援拠
点等の周知

※地域包括支援セン
ター、民生委員など

を想定

14

１３．今後の取組とスケジュールについて

令和４年度

運用開始準備期間 効果・検証

自立支援協議会に
報告

（年度末まで）

地域生活支援拠
点等事業連絡調
整会議の開催

研修会の開催

※法人・事業所等への説明や協力のお願いも運用開始後も継続して行っていきます。



１４．さいごに

▶令和5年4月1日からの本格的な運用開始に向け、準備を進めているところですが、令和5年度当初予算と

して事業運営に必要な予算要求しているところです。

▶地域生活支援拠点事業を通して、障がい児者が安心して地域で暮らしていけるよう地域の支援体制をより

充実したものにしていきたいと考えています。そのためには、事業所の皆様のご協力が必要不可欠ですので、

引き続き協力のお願いをしてまいります。

▶今後も地域のニーズ・課題に応えられているか、必要な機能の水準や充足について、自立支援協議会等で

継続的に検証・検討を行ってまいります。
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参考資料『地域生活支援拠点等にかかるQ＆A』

カテゴリー Q A

①相談 担当相談員が居ても、緊急時は
拠点コーディネーターが対応す
るのですか？

基本的にはこれまで通り担当相談員が対応します。しかしながら、相談支援事業所に
よっては、夜間・休日の対応が難しい場合がありますので、その場合は、拠点コーディ
ネーターが対応します。その場合でも、相談支援事業所が対応できるようになった時点
で対応を引き継ぐことになります。

①相談 24時間対応しなくてはいけな
いのですか

この機能を担う相談支援事業所については、夜間・休日を含めた常時の連絡体制の確
保が必須です。ただし、対象者の状況等を勘案した上で、訪問などの対応が必要がな
いもしくは他の手段で対応可能な場合もあると思いますので、対応の内容はケースバ
イケースと考えています。

①相談 対応する相談員は資格が必要
ですか

社会福祉士や精神保健福祉士、相談支援専門員などの福祉専門職あるいはそれと同
程度の知識・技術を有する者を想定しています。

①相談 今の支援と何が変わるのです
か

これまでの仕組みでは、特に障害福祉サービスを利用したことない方、単身又は家族
の支援力が低い世帯で暮らしている障害者などに対する緊急的な支援は体制整備も
含めた課題がありました。地域生活支援拠点等が効果的に運用されることで、緊急的
な支援にも対応できる体制が強化されます。

②緊急時の受
入・対応

「急病等」の「等」には何が含ま
れますか

家族に支援力がない（障がい、高齢）、家族の支援が適切ではない（虐待疑いなど）など
が想定されます。



カテゴリー Q A

②緊急時の受
入・対応

「医療機関への連絡等」とはど
のような内容になりますか

病状悪化が疑われる場合の受診の調整などです。

②緊急時の受
入・対応

コーディネーターと登録事業所
の役割分担は？

障害福祉サービスとしての利用となりますので、基本的な部分は通常の対応（相談支
援事業所とサービス事業所）と同様です。その上で、ご本人の障がい程度や家族の状況、
事前登録の有無などにより、登録事業所だけが過重な負担を強いることのないように
サポートします。

③体験の機会・
場

空き状況の把握に決まり事や
毎月の期限等はありますか

情報の質を担保するため、毎月月末時点の情報とします。

④専門的な人材
の確保・養成

「専門的」とはどういった資格の
ことですか

障害者の重度化・高齢化に対応できる専門的な人材を確保することが拠点の整備で求
めれており、具体的には、医療的ケアや強度行動障害、高次脳機能障害などに対する専
門的対応ができる人材が求めれています。例えば、強度行動障害支援者養成研修や喀
痰吸引等研修（基礎・実地）などがあります。

④専門的な人材
の確保・養成

登録しない事業所は人材確保
等に取り組まなくても良いので
しょうか

指定基準において、事業者は『従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保
しなければならない。』とされておりますので、人材確保等への取組は必要です。

⑤地域づくり 登録事業所が単独で取り組む
のでしょうか

地域の体制づくりは、自立支援協議会等でも協議しながら、官民協働で進めていきま
す。



カテゴリー Q A

⑤地域づくり 登録事業所間の連携を各事業所が
行うのですか

①と②の機能、③の機能は資料に示したとおりであり、地域生活支援拠点コーディ
ネーター及び相談支援事業所等がコーディネ―トを行います。それ以外でも、登録
事業所の連携が促進されるように、連絡調整会議やGH連絡会等を開催します。

登録について 毎年申請が必要ですか 内容に変更等がなければその必要はありません。

登録について 申請した後で、辞退することは可能
ですか

申請前に市と協議した上で申請いただきますので、辞退は想定しておりません。登
録後に内容の変更や廃止がある場合は、届出書により届出をお願いいたします。

登録について 共通機能だけで登録はできますか 現時点で共通機能のみの登録は予定しておりません。

登録について 市との協議は申請前いつまでに行
えばよいですか

審査に2週間程度要する予定ですので申請は毎月15日を目安としてください。申
請日が16日以降の場合、登録日が翌々月となる可能性があります。申請予定日を
考慮して、協議日を予定してください。

登録について 登録は申請日に遡るのか、市決定
日になるのか教えて下さい

申請日には遡りません。登録日は決定通知書にて通知します。

登録について 登録日が月の途中である場合の加
算の取り扱いを教えて下さい

毎月1日を登録日とし、月途中での登録は行いません。


